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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件



 

北海道厚生年金 事案 4501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ病院における厚生年金保険被保険者

資格喪失日に係る記録を平成元年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を９万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  平成元年５月 31日から同年６月１日まで 

平成元年４月１日にＡ病院に臨時職員として採用され、申立期間について

も継続して勤務していたが、同年６月１日に正職員になり共済組合員となっ

た際に、厚生年金保険の被保険者期間に１か月の欠落期間が生じている。 

申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与

明細書を提出するので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書、平成元年４月１日付けのＡ病院の臨時的

任用通知書及び同年６月１日付けのＢ市の採用辞令書並びに同病院の回答に

より、申立人は申立期間も同病院に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された平成元年

５月分の給与明細書により確認できる厚生年金保険料控除額及び同年４月の

社会保険事務所（当時）の記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日を

誤って届出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していないこと

を認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの



 

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ病院における厚生年金保険被保険者

資格喪失日に係る記録を平成元年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を９万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  平成元年５月 31日から同年６月１日まで 

平成元年４月１日にＡ病院に臨時職員として採用され、申立期間について

も継続して勤務していたが、同年６月１日に正職員になり共済組合員となっ

た際に、厚生年金保険の被保険者期間に１か月の欠落期間が生じている。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ病院から提出された申立人に係る臨時的任用通知書、在職履歴簿及び申立

人と同一日に採用された同職種の同僚が保管する給与明細書並びに同病院の

回答により、申立人は申立期間も同病院に継続して勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ病院に係る平成元年

４月の社会保険事務所（当時）の記録から、９万 8,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日を

誤って届出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していないこと

を認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの



 

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 


